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教員の資質能力向上策を打ち出している。2010 年に発表された白書『Teachers : meeting 





















 まず 2007 年に「教員の専門職基準（Professional Standards for Teacher）」を制定し
た*ii。これは，専門的資質，専門的知識・理解，専門的技能の三つの領域から，職階ごと（専
門的基準，導入教育以降，上級資格教員以降，優秀教員の基準，上級技術教員の基準の５段











  ①児童生徒を鼓舞し，動機付け，挑戦されるような高い期待を持つこと 
  ②児童生徒によりよい発達と成果を生み出す機会を与えること 
  ③教科と教育課程に関するよい知識を提示すること 
  ④よりよく構造化された授業計画を立て，教授をすること 
  ⑤全児童生徒の強みとニーズに応えるような教授活動をすること 
  ⑥間違いのない建設的な評価を行うこと 
  ⑦安全でよい学習環境を保障するための効果的な児童生徒への生徒指導を行うこと 



































（Postgraduate Certificate of Education）がある。一方，学校ベースでの養成プログラ
ムには，多様なものがあり，かつ拡大傾向にある*iv。 
 学校ベースでの養成プログラムの代表的なものが，「1994 年教育法（The Education Act 
1994）」において法制度化された SCITT（School-Centred Initial Teacher Training）で
ある。このほかにも，学卒仮教員プログラム（Graduated Teacher Programme, GTP），登録
仮教員プログラム（Registered Teacher Programme, RTP），外国での教員免許を保有する
 
－4－ 
者へのプログラム（Overseas Teacher Training Programme, OTTP）などがある*v。また 2010




















 学校ベースの取組として代表的なものが SCITT である。SCITT とは，複数の学校がコンソ
ーシアムを組み，教員養成を行う仕組みである。その特徴は，管理運営主体が学校というこ
とである。つまり，高等教育機関から切り離されて教員養成の仕組みである。しかし実際に






































 しかし 1990 年代になると，教員の質が問われる中で，教員養成課程の質も問われること
となり，教員養成課程における国レベルでの基準化の方向性が検討され，1996 年に教員養
成課程の履修内容を規定した「教員養成課程全国カリキュラム（National Curriculum for 





養成課程の基準化等を担当する組織として Teacher Training Agency（TTA）が，教員養成
課程の審査を行う教員養成課程審議会（CATE）を改組する形で設置された。TTA はその後，
Training and Development Agency for Schools（2005 年），Teaching Agency（2012 年）




ための組織として，医師会や弁護士会に類似するような General Teaching Council（GTC）
が「1998 年教員と高等教育法（Teaching and Higher Education Act 1998）」に基づいて






















・全受講生が，各学校段階（３-11 歳の初等学校，７-14 歳のミドルスクール，11-19 歳
の中等学校）のいずれかの学校段階の準備ができること 
・下記の学校での実習時間が 低限保障をされていること 
４年間の学士課程での課程:160 日（32 週） 
１～３年間の学士課程での課程:120 日（24 週） 




































・how erill trainees teach 
completion rates 
employment rates 
訓練の質 overall consistency, coherence and quality of all aspects 
of the training 
high-qulaity training and support that prepares trainees 
with the skills they need 
subject and phase-specific mentoring 




vision for excellence 
the enganement of schools, colleges and/or other settings 
the rigour of recruitment and selection process 
compliance with ITT criteria and requirements 
capacity to improvement further 
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議）等によって行われてきた。1999 年に KMK の教師教育合同委員会は報告書を作成した























表１ 2015/16 年度の各州の教員養成概要 
（aus:Bundesländer/BfA Studien- & Berufswahl 2015/2016 及び各州 HP 等により筆者作成） 
*１ヘッセン州の学期数（タイプ５を除く）は 低学期。標準学期数はこれよりも１学期長い。 
注:BA/MA バチェラー・マスター課程 +12M は 12 か月の試補勤務を意味する。 








BW BA/MA ６+２+18M  ６+４+18M ６+４+18M ６+４+18M ６+４+18M 
BY BA/MA ７+24M  ７+24M ９+24M ６+４+24M ９+24M 
BE BA/MA ６+４+18M  ６+４+18M ６+４+18M - 
BB BA/MA ６+４+12M  ６+４+12M ６+４+12M ６+４+12M 
HB BA/MA ６+４+18M  ６+４+18M ６+４+18M ６+４+18M 
HH BA/MA ６+４+18M ６+４+18M ６+４+18M ６+４+18M 
HE*１ 国家試験 ６+21M  ６+21M ８+21M ６+４+21M ８+21M 
MV 国家試験 ９+18M  10+18M 10+18M ７+３+18M ９+18M 
NI BA/MA ６+４+18M  ６+４+18M ６+４+18M ６+４+18M ６+４+18M 
NW BA/MA 10+18M  10+18M 10+18M 10+18M 10+18M 
RP BA/MA ６+２+18M  ６+３+18M ６+４+18M ６+４+18M ６+３+18M 
SL 国家試験 ８+18M  ８+18M 10+18M 10+18M - 
SN 国家試験 ８+12M  ９+12M 10+12M 10+12M 10+12M 



















（１）「教師教育スタンダード:教育科学編」（2004 年制定，2014 年改訂） 









（１）教師教育スタンダード:教育科学編 Standards für die Lehrerbildung: 

























（２）教師教育スタンダード:教科内容及び教科指導法編 Ländergemeinsame inhaltliche 
Anforderungen für die Fachwissenschaften und Fachdidaktiken in der Lehrerbildung 








である。中等教育段階 I と同 II について，それぞれの内容が３項目程度挙げられている。
具体的な到達水準等は示されていない。 
 
（３）試補勤務及び修了試験各州共通スタンダード Ländergemeinsame Anforderungen für 
die Ausgestaltung des Vorbereitungsdienstes und die abschließende Staatsprüfung 











また，2015 年３月には，KMK と HRK が共同で「多様な学校のための教師教育」について勧
告を行った（Lehrerbildung für eine Schule der Vielfalt Gemeinsame Empfehlung von 
Hochschulrektorenkonferenz und Kultusministerkonferenz （ Beschluss der 







革前の状況は坂野 2015 参照）。ベルリン市は 2014 年の教師教育法が改正され，大学（連合）
による教師教育センターを設置し，教員養成を取りまとめる組織が置かれた。また，教員養










表２ 基礎学校教員養成（BA/MA 課程） 
学修課程 BA MA 
領域 単位（LP） 単位（LP） 
第１科目（例:ドイツ語） 42 10 
第２科目（例:算数） 42 10 
第３科目（例:事実教授） 42 10 
重点 10 ５ 
補充 10 10 
基礎学校教育学 ８ 10 
教育学（言語教育，包摂，学校実習を含む） 16 50 
BA 論文 10 15 






































１学期 ８LP ５LP ６LP ７LP 26LP 
２学期 ７LP ８LP ８LP ７LP 30LP 
３学期 ４LP 11LP 10LP 10LP 35LP 
４学期 ０LP 10LP 10LP 10LP 30LP 




０LP ０LP 30LP 
合計 34LP 62LP 42LP 42LP 180LP 
      




１学期 ５LP ９LP ５LP ５LP 24LP 
２学期 14LP 11LP ５LP ５LP 35LP 
３学期 31LP ０LP ０LP ０LP 31LP 
４学期 25LP ５LP ０LP ０LP 30LP 































































Landesinstitut für Lehrerbildung und Schulentwicklung Hamburg （ 2014 ） : 
Prüfungsverfahren Hinweise zur Durchführung der Zweiten Staatsprüfung für die 
Lehrämter an Hamburger Schulen ab Jahrgang 2014-08. 
KMK（2015）: Sachstand in der Lehrerbildung. Stand: 21.09.2015. （https://www.kmk.org 
/fileadmin/Dateien/pdf/Bildung/AllgBildung/2015-09-21-Sachstand_LB-mit-
Anlagen.pdf 160808 access） 
KMK （2008）: Ländergemeinsame inhaltliche Anforderungen für die Fachwissenschaften 
und Fachdidaktiken in der Lehrerbildung. Beschluss der Kultusministerkonferenz vom 
16.10.2008. 
KMK （2004）: Standards für die Lehrerbildung: Bildungswissenschaften. （Beschluss 
der Kultusministerkonferenz vom 16.12.2004） 
KMK （1995）: Studienstrukturreform fuer die Lehrerausbildung. （Stellungsnahme der 
Kultusministerkonferenz vom 12. 05. 1995） 
KMK/ Bundesagentur fuer Arbeit （2015）: Studien- & Berufswahl 2015/2016. GGP Media, 
Poessneck. 
Universität Hamburg （2013a）: Neufassung der Prüfungsordnung für die Abschlüsse 
„Bachelor of Arts“ und „Bachelor of Science“ der Lehramtsstudiengänge der 
Universität Hamburg. Vom 30. Oktober 2013, 12. August 2013, ４. September 2013, 
９. Oktober 2013. 
Universität Hamburg （2013b）: Neufassung der Prüfungsordnung für den Abschluss 
„Master of Education“ der Lehramtsstudiengänge der Universität Hamburg. Vom 30. 
Oktober 2013, 12. August 2013, ４. September 2013, ９. Oktober 2013. 
坂野慎二（2015）『教育の多様性と質保証－統一後ドイツの教育政策－』科学研究費補助金
基盤研究（C）（課題番号 245311019）「日欧教育の質保証と効率性に関する研究」（平成 24～




































養成課程を例にみると，同課程は BA 課程（３年，180 単位），MA



































































補勤務をへて正規教員に採用されると同時に，新設された「教職修士（MEEF, métiers de 
l’enseignement, de l’éducation et de la formation）」の学位を取得できるようにな
った。 
ESPE は，本土の各大学区（académie）に１校ずつ計 26 校，各海外県に１校ずつ計４校，
仏領ポリネシア準県に１校，ニューカレドニア特別共同体に１校の合計 32 校が設置されて



















準（Référentiel des compétences professionnelles des métiers du professorat et de 
l’éducation）」として，2013 年７月１日省令により定められている。ここでは，「教職員
（métiets du professorat et de l’éducation）」とは，教員（professeurs），司書教員










































































プログラムの基準を定めている（2013 年８月 27 日省令）。この基準に基づき，各 ESPE は，
「教職修士（MEEF）」課程の教員養成プログラムを編成している。 
 同省令では，「教職修士（MEEF）」課程に，「就学前・初等教育（premier degré）」，「中等
教育（second degré）」，「生徒指導（encadrement éducatif）」，「教育実践・教育工学（pratiques 

















〇 「外国語科目（une langue étrangère）」を置くこと。「ヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR）」
６水準の上位３水準目（B１レベル）以上を到達目標とすること。（第８条） 
〇 「情報通信技術科目（les technologies de l’information et de la communication）」
を置くこと。情報機器やデジタル教材の活用に向けた指導を行うこと。（第９条） 
〇 「教育実習（stage）」を置くこと。第１学年では，４～６週間の「観察実習・指導付き
実習（stages d’observation et de pratique accompagnée）」を実施すること（第 13
条）。第２学年では，教員採用試験合格者を対象に「責任実習（stage en responsabilité）」
を実施し（第 14 条），不合格者を対象に８～12 週間の教育実習を実施すること（第 16
条）。 
〇 「修士論文（mémoire）」を第２学年の「責任実習」において作成させること（第 19 条）。 
 
（２）事例 
各 ESPE は，2013 年８月 27 日省令に定められた教員養成プログラムの基準に基づいて
「教職修士（MEEF）」課程の教員養成プログラムを編成し，国の認証評価





れる（2013 年４月 19 日省令）。 
〇 一次試験（筆記）:フランス語，数学。 
〇 二次試験（面接）:第１面接（選択教科），第２面接（保健体育，教職教養）。 
例えば，「トゥールーズ高等教員養成学院（ESPE de l’académie de Toulouse）」に設
置された「教職修士（MEEF）」課程の「就学前・初等教育」専攻では，教員養成プログラ
ムの基準と教員採用試験の科目に基づき，次のような教員養成プログラムが提供されてい
る。（「単位」は，欧州共通単位制 ECTS による。ECTS は，国際的な単位互換を促進するた
めに，年間の学習量を 60 単位で表し，半期の学習量を 30 単位で表す。） 
 
〇 第１学年 
前期（320 時間，30 単位）   後期（242 時間，30 単位）   
科目名 時間 単位 科目名 時間 単位
教育制度の機能と価値 24 ２ 学習過程と子供の多様性 24 ３ 
研究入門１:研究分野の発見 24 ３ 研究入門２:研究課題の設定 18 ３ 
英語１又はスペイン語１ 24 ３ 初等教科教育法３ 52 ８ 
情報教育 12 ２ 初等教科教育法４ 86 ９ 
初等教科教育法１ 94 ９ 教職実践準備２ 16 ３ 
初等教科教育法２ 94 ８ 教員採用試験準備２ 46 ４ 
教職実践準備１ 12 １    





前期（144 時間，30 単位）   後期（144 時間，30 単位）   
科目名 時間 単位 科目名 時間 単位
学級の組織と経営 24 ３ 教師の協働と学校段階の連続性 24 ４ 
研究入門３:研究指導 12 ２ 研究入門４:修士論文 12 ８ 
幼稚園と小学校の教育１ 48 11 幼稚園と小学校の教育２ 48 12 
初等教科教育法５ 60 14 初等教科教育法６ 36 ３ 






例えば，「トゥールーズ高等教員養成学院（ESPE）」は，2013 年８月 30 日省令に基づ





















2013 年度の創設時に ESPE に入学した学生が，2015 年９月から正規教員として教壇に立






























































４.まとめ ・2013 年度の創設時に ESPE に入学した学生が，2015 年９月から
正規教員として教壇に立っている。 































































ムの意見と提案－』（Opettajan- koulutuksen kehittämisen suuntaviivoja – Opettajan 








出典:Opetus- ja kulttuuriministeriö.（2016b）Opettajankoulutuksen kehittämisen 
suuntaviivoja – Opettajankoulutus-foorumin ideoita ja ehdotuksia. Opetus- ja 
























































































































学士課程（180 単位） 修士課程（120 単位） 
言語コミュニケーションと ICT  
基礎・中級教育学／教育心理学，学士論文 上級教育学／上級心理学（80 単位） 
教科教育学・教科横断的学習  
教育実習  














教授学習基礎 学習の計画・実施・評価（５＋５単位） カリキュラム開発と組織開発（５単位） 
教授法（２単位） 









































































































090696853）（2017 年 11 月 30 日閲覧） 








Husu, Jukka ja Auli Toom. （2016） Opettajat ja opettajankoulutus - suuntia 
tulevaan. Selvitys ajankohtaisesta opettaja- ja 
opettajankoulutustutkimuksesta opettajankoulutuksen kehittämisohjelman 
laatimisen tueksi. Opetus- ja kulttuuriministeriön julkaisuja 2016:33 
Ouakrim-Soivio, Najat, Aija Rinkinen, and Tommi Karjalainen （Toimi.）. （2015） 
Tulevaisuuden Peruskoulu. Opetus- ja kulttuuriministeriön julkaisuja 
2015:8. 
Opetus- ja kulttuuriministeriö. （2016a） Opettajankoulutuksen Kehittämisohjelma. 
Opetus- ja kulttuuriministeriö. （2016b） Opettajankoulutuksen kehittämisen 
suuntaviivoja – Opettajankoulutusfoorumin ideoita ja ehdotuksia. Opetus- ja 
kulttuuriministeriön julkaisuja 2016:34. 
Paaso, Aila and Kati Korento. （2010） Osaava opettaja 2010- 2020. Toisen asteen 























































































らない（No Child Left Behind, NCLB）」法によって，すべての州において学力テストを実
施し，その結果に基づいて学校改革を進めていくことが求められるようになった。学力テス
トに基づくアカウンタビリティシステムが構築されていく中，2009 年には競争的資金プロ



























認定）を行っている教員養成アクレディテーション協議会（Council for Accreditation of 
Educator Preparation，CAEP）のスタンダードがある。このスタンダードは，個々の資質・
能力ではなく，そうした資質・能力を育成する教員養成プログラムの質に関する内容となっ
ている。二つめは，州間教員評価支援コンソーシアム（Interstate Teacher Assessment and 












（Teacher Leadership Exploratory Consortium）による教員リーダーの資質・能力スタン








                                                  
1 10 の基準は，①学習者の発達，②学習の相違，③学習環境，④教科内容の知識，⑤内容の
応用，⑥評価，⑦指導計画，⑧指導方略，⑨専門的学習と倫理的実践，⑩リーダーシップと
協同となっている（Council of Chief State School Officers, Interstate Teacher 
Assessment and Support Consortium InTASC Model Core Teaching Standards and Learning 






































                                                  
2 CAPE のホームページより（http://caepnet.org/standards/introduction, 2017/10/30） 
3 Georgia Professional Standards Commission, Georgia Standards for the Approval of 















及びルーブリックは，InTASC や CPAE の基準等を基に開発されたものである。 
 
表１:edTPA の構造 






























（注）Stanford Center for Assessment, Learning and Equity, 2013 edTPA Field Test: Summary Report, 










                                                  
5 edTPA の内容については，佐藤仁「アメリカにおける教員養成教育の成果をめぐる諸相－
付加価値評価と教員パフォーマンス評価に着目して－」『福岡大学人文論叢』第 48 巻第 4





いては，30 ページにもわたる文書で解説されているが，その開発に際しては InTASC の基準
に大きく依拠していることが明記されている。そして，概念的枠組みから導き出された教員
養成プログラムの学修成果基準と InTASC の基準並びに NBPTS の基準との関係性が示されて
いる。例えば，教授に関する学修成果基準の一つに「教員は，児童生徒の学習を改善するこ





て，概念的枠組みが InTASC や NBPTS といった専門職団体による資質・能力スタンダードと
密接に関連していることは，教員養成プログラムの核として同スタンダードが一定の機能
を果たしていると理解できよう。 





は後述する）。その中の一つに，「教員志望者のための適切な実践モデル（the Model of 












                                                  
6 コロンバス州立大学ホームページより（https://coehp.columbusstate.edu/assessment-
handbook/conceptual-frame.php, 2017/10/30） 























































































                                                  






















































































































ト（National Partnership on Improving Teacher Quality）」の下，新たな資質・能力スタ
ンダードの開発，国家レベルでの教員登録制度の創設をはじめとする種々の取組が実施さ
れてきた。2009 年には，改革を主導する連邦組織として，「オーストラリア教授，スクール・
リーダーシップ機関（Australian Institute for Teaching and School Leadership:AITSL）」
が設立された。 




価・発達フレームワーク（Australian Teacher Performance and Development Framework）」
と教員及びスクール・リーダーの専門的な学びを促すオーストラリア憲章（Australian 









会（the Teacher Education Ministerial Advisory Group: TEMAG）が創設され，翌 2015 年







ためのスタンダードとリーダーシップの概要（Australian Professional Standards for 










































専門的な知識 ① 児童生徒及び彼らの学習に関する知識 
② 教育内容と方法に関する知識 
専門的な実践 ③ 効果的な授業の計画・実施 
④ 支援的で安全な学習環境の創造と維持 
⑤ 児童生徒の学習の評価とフィードバック及び成績の提供 



























































































































































・ AITSL（Australian Institute for Teaching ad School Leadership）, Australian 
Professional Standards for Teachers, 2011. 
・ AITSL, Accreditation of initial teacher education programs in Australia: 
Standards and Procedures, 2015. 
・ AITSL, Guidelines for the accreditation of initial teacher education programs 
in Australia, 2016. 
・ AITSL ウェブサイト（http://www.aitsl.edu.au） 
・ Department of Education and Training, Teacher Education Ministerial Advisory 
Group, Action Now: Classroom Ready Teachers, Australian Government Response, 
2015. 
・ Department of Education and Training Students First ウェブサイト
（https://www.education.gov.au/students-first） 
・ QCT（Queensland College of Teachers）ウェブサイト（http://qct.edu.au） 
・ Rowley, G. and others, School-university partnership in initial teacher 
preparation: An evaluation of the School Centres for Teaching Excellence 
initiative in Victoria, ACER, 2013.  
・ Teacher Education Ministerial Advisory Group （TEMAG）, Action Now: Classroom 






































































































年に採択された後，2010 年から 2013 年にかけて段階的に実施されてきた。 
近年の大きな動きは，TC の機能や役割を引き継ぐ，ニュージーランド教育審議会（Education 
Council: EC）が独立法人として 2015 年７月１日に設置されたことである。EC は，教員養
成段階の教員の資質・能力スタンダードとして「教員養成スタンダード（Graduating Teacher 
Standards）」，教員登録の段階の教員の資質・能力スタンダードとして「教職実践基準

















































（School of Teacher Education）」における教員養成プログラムを事例に挙げる。当学部
は，就学前教師教育，初等教師教育，中等教師教育，教師支援／教育支援，研究科，体育指
導の六つの分野で構成される。初等教師教育コースで養成されるのは，初等学校，中間学校，
エリアスクール等の学校で学ぶ Year１から Year８（５歳から 13 歳）の児童を指導する教
員である。初等教師教育では，以下の三つのプログラムが用意されている。 
 
・教授学習の学士課程（Bachelor of Teaching and Learning: BTchLn） 
・教授学習の修士ディプロマ課程（Graduate Diploma in Teaching and Learning（primary）: 
GradDipTchLn） 





















































































































































































（１） Education Council New Zealand, Initial Teacher Education providers: Retrieved from October 
30, 2017, from https://educationcouncil.org.nz/content/initial-teacher-education-providers 
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 2012 年「教員成長モデル（Teacher Growth Model, TGM）」において「21 世紀に求め




 2001 年に導入された Edu-Pac は，教員としてのキャリアルートを生徒の教育・指導を主
とするティーチング・トラックと，学校のマネジメントを主とするリーダーシップ・トラッ
クの二つに分けるとともに，職位・職級を制度化した。そして，2004 年の TLLM の方針が示
された翌年の 2005 年には EPMS を導入し，各キャリアトラックにおける各職位・職級ごと
に求められる資質・能力を明確化し，それに基づく教員評価が制度化された。 


















the whole child/Holistic education）という理念であり，このような教育が今後の 21 世
紀型のコンピテンシーを育むための土台となると考えられている。 
さらに，教育省は，2012 年に教員の継続的な職能成長を促すために TGM を提示している。









有者，高校教育修了資格試験である GCE A レベル試験で所定の水準をパスした者，国際バカ
ロレアのディプロマ保有者を対象に門戸を開いている。 
大学で学士の学位を取得した者を対象とした養成プログラムは，16 か月間の PGDE























































また，GTC は，V３SK と教育省の定めた EPMS における初任教員のコンピテンシー・フレー
ムワークとを統合し，教員養成において教員候補生に身に付けさせるべきコンピテンシー
を明確化したものである。それは，専門的実践（professional practice），リーダーシップ





  【専門的実践】 
① 子供の全面的発達 
② 子供の質の高い学習の提供 
③ CCE（Co-Curricular Activities）における子供の質の高い学習の提供 
④ 知識の涵養（教科の精通，省察的思考，分析的思考，イニシアティブ，創造
的思考，先見性を伴う） 
  【リーダーシップとマネジメント】 
⑤ 心をつかむ（環境の理解，他者の開発） 
⑥ 他者との協働（保護者とのパートナーシップ，チームでの活動） 
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 ①倫理的教育者（Ethical Educator） 
 ②有能な専門家（Competent Professional） 
 ③協働的学習者（Collaborative Learner） 
 ④変革するリーダー（Transformational Leader） 


































































部分）で行われている。中等学校養成機関は 2016 年現在，師範学部が 46 機関，一般学部教













（韓国教育開発院，2016:93）。中等教員については 2013 年度から 2015 年度まで毎年３万人
以上，2016 年は２万人以上が教員資格証を授与されてきた。任用試験の合格率は 2005 年か





































































50 単位以上 【教職理論】12 単位以上（６科目以上） 
・教育学概論 ・教育哲学及び教育史 ・教育課程 ・教育評価 
・教育方法及び教育工学 ・教育心理 ・教育社会 ・教育行政及び教






































































（１） 国語教育論 国語教育論 国語教育論※１ 
（２）
国語学概論 国語学概論 国語学の理解 
国語文法論 現代文法教育論 現代国語文法論 
国語史  国語の歴史 
（３）








詩歌教育論 現代詩教育論 古典詩歌論 
歌劇教育論   




表現教育論 表現教育論 国語語彙と表現 
























 評価指標は師範学部・一般学部教育科で合計 22 指標，一般学部の教職課程が 19 指標，教


















結果，A 評価がついた機関は教育部長官賞が授与される。B 評価は現状維持となり，C 評価
がつくと教員養成人数が 30%削減させられる。更に D 評価となると，50%まで定員が削減と
なり，E評価の場合は廃止となる。2015 年分の評価結果によれば，師範学部のうち 16 機関
が A，23 機関が B，５機関が C，１機関が D となり，E 評価はなかった。一般学部の教職課
程では 51 機関中，26 機関が C等級を受けるに至っており，E等級も２機関が受けた（教育
部・韓国教育開発院，2016）。こうした評価により A 大学のある学科では定員を 30%減少さ
せざるを得なくなり14，学科運営上，深刻な影響を受けることが予想される。 
表３ 師範大学・一般大学教育科の教員養成機関評価指標 











































































































教育部・韓国教育開発院「2015 年 教員養成機関評価結果発表（報道資料）」，2016 年 
教育部・韓国教育開発院『2015 年４周期教員養成機関評価便覧』，2015 年 
教育科学技術部『2013 年度 教員資格検定実務便覧』，2013 年 
京畿道中央教育研修委員会『NTTP2016 教育共同体研修革新方案』，2016 年 
韓国教育開発院『2016 教育統計分析資料集（幼・初・中等教育統計編）』，2016 年 















A 大学校『2015 年 A 大学校教員養成機関 自主評価報告書』，2015 年 
A 大学校師範学部・教職部『A大学教職課程履修ガイド』，2017 年 






2 済州教育大学校が 2008 年に済州大学校と合併し，旧済州教育大学校は済州大学校サラキ
ャンパスとなった。 
3 教育部サイト中の「2016 教員養成機関現況」参照。 
（http://www.moe.go.kr/boardCnts/view.do?boardID=342&lev=0&statusYN=C&s=moe&m=03 





7 A 大学の教職課程担当教員からの聞き取りによる。 
8 A 大学の教職課程担当教員からの聞き取りによる。 
9 A 大学校（2015）参照。 









14 A 大学の教職科目担当者の話による。 




















































第 10 章 日本 
 










12 月 21 日）において，教員の養成・採用・研修の一体的な新たな体制の構築等が求められ
ており，また，「次世代の学校・地域」創生プランの策定（文部科学大臣，平成 28 年１月 25






















 教員育成指標は，平成 28 年 11 月の教育公務員特例法等の一部改正を受けて，「公立の小
学校等の校長及び教員としての資質の向上に関する指標」（以下，指標）と称され，その対
象，キャリアステージ（段階），基本的な視点や内容（観点）について指針が示されている



































































①平成 29 年５月 15 日 
②平成 29 年７月 11 日 
非公表 
①平成 28 年７月 14 日 
②平成 28 年 10 月４日 
③平成 29 年２月 14 日 































































































































































治体における指標策定の進捗状況は，16 自治体が完成，21 自治体がほぼ完成し，30 自治体
が検討中となっている（基準日:平成 29 年 11 月 10 日）。本稿で取り上げた事例のように，
指標の観点やキャリアステージに対する捉え方や，これまでの自治体における政策等との
関係性によって多様な指標が策定されてきている。さらには，指標に基づいた教員研修計画










































































（Royal Standard の用例），15 世紀には Royal Standard の連想から「権威の源」，18 世紀












ク，③柔軟性の保障，④アカウンタビリティの要求－から構成される（Committee on Title 









































































































































































































































































































































３月 31 日。 
レイモンド・ウィリアムズ（椎名美智他訳）『キーワード辞典』平凡社，2002 年，299 ペー
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Committee on Title １ Testing and Assessment, Testing, Teaching, and Learning: A 
Guide for States and School Districts, National Academy Press, 2001, pp.15-18. 
Ravitch, D., National Standards in American Education: A Citizen’s Guide, The 
Brookings Institution, 1995, pp.7-8. 
 
 
 
 
